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おわりに

皿．概　要

近年，看護師教育では新人看護師の看護実践能力低下が焦眉の課題となっており，その

対策には看護師学校養成所（以下学校）と看護実践施設（以下実践施設）の連携の特質を
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見据え，課題に応じた教育経営がきわめて重要であるといわれている。

本研究は，わが国看護基礎教育課程における学校と実践施設の連携に関する実習調整者

制度の実証的研究である。実習調整者制度は平成元年に看護婦養成所の指導要領（平成元

年健政発第283号（以後指導要領と略）によってはじめて明文化された。指導要領では，実

習調整者制度について，臨地実習全体の計画の作成， 実践施設との調整等を行う者が定め

られていること，実習調整者は専任教員としての資格を有することと規定している。 しか

し，制定後の制度の実態は全く解明されないまま今日に至っている。

研究のプロセスは，連携の背景や関係性について文献的考察や事例検討を基に， 学校と

実践施設の組織文化を精査し， 協働の組織文化構築に関する実習調整者制度の現状や課題

および期待を明らかにすることである。研究方法は文献検討後， 看護教員や実習調整者へ

の質問紙調査およびインタビューの分析によって行った。 わが国の看護職養成教育は，学

校や実践施設の組織文化に大きく影響を受けているが， 組織文化の視点にたった論考はあ

まりなされていない。本稿によるこれらの一部解明は， 実習教育改善の端緒になると予測
される。

序章では研究の目的と課題，方法，論文構成を概括した。

第1章では，教育経営学・教育社会学，看護学における連携や組織文化に関する先行研究

をレビューし，臨地実習における学校と実践施設の連携の特質を規定する概念の分析から

本研究の視点を究明した。即ち，WHOのパートナーシップ理論と発達モデル，組織文化論を

援用して実習教育組織を①サービス利用者，②サービス提供者， ③サービス管理者，④サ

ービス提供組織，⑤看護行政・看護制度の5グループに設定して連携の要因や連携の目標

を設定した。次に実習教育組織は複合組織でありパートナー間に連携に伴う葛藤を生じや

すいこと，学習活動はパートナーの協力とコミュニケーションによる新たな意味形成や意

味共有（組織文化の形成）のプロセスであること，組織文化は学校組織と実践組織が直面

する環境への適応のプロセスで生み出され発展していく 「学習の産物」であること，組織

間関係の発達には組織員に協働の組織文化が共通に共有されることが必要であること， を

論証した。そして，臨地実習における学校・実践施設問の協働文化形成には， 形成のプロ

セスを支援し，そこでの「協働の組織文化」を「協働の組織構造」 に発展させる　「橋渡し

役bridge　player」の存在が重要であり　（図1），実習調整者制度は， この橋渡しを法制度

的に保障するものであるとした。実習調整者の調整活動は専門職養成という理念にパート

ナーを結びつけ，組織間の健全な関係性の構築とパートナーの成長を促進する連携のキー

パーソンの役割であると考えられた。

図1．臨地実習における協働文化形成の枠組み

学校と実践の場による協働文化

実習調整者による橋渡し

学校と実践の場による協働の組織構造
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第2章では，臨地実習における学習活動のかたちと看護教育制度の変遷の分析から，学

校と実践施設の連携の背景，特に，臨地実習の環境要因や連携に関する歴史の一部解明を

試みた。即ち，パートナーの活動や資格，パートナー間の協力の実態や課題は看護教育制

度によって規定されており，学校と実践施設の関係形成に制度や行政が影響していること

を検討した。具体的には，看護行政による教育改革カリキュラム改革は学校・実践施設問

の組織構造や活動の変容を促し，学校と実践施設問の連携発達の契機となったことをカリ

キュラム改革の軌跡に沿って示した。しかし，制度に依存した協力関係の形成は，閉鎖的

・消極的で画一化した関係や表裏のある文化の形成が生じるおそれが考えられた。

第3章では，前章までに考察してきた連携の説明概念を基に実際の連携事例を取り上げ，

事例校における学校と実践施設の関係性を協働化の視点から教員と実習指導者のコミュニ

ケーション分析によって考察した。第1節では，学校教務責任者と病院の看護部責任者に

行ったインタビュー記録を質的に分析し，責任者の認知から学校と実践施設の連携の実態

やその促進・阻害要因を考察した。その結果，連携の説明概念として，「課題性」「連関性」

「対等性（信頼性）」「利益性」の4因子が抽出され，このうち受益性が重視されていた。

また，連携の構築には人間関係的側面，管理的側面，専門的側面の3側面からのアプロー

チを重視すべきであることが見いだされた。また，開放的な組織文化と率直な語り合いが

みられる組織には組織トップに良好なリーダーシップが存在し，組織間の関係性の成熟に

不可欠であることが伺えた。第2節では，教員と実習指導者等の研修における参加者の発

言を質的・量的に分析し，構成員のものの見方・考え方が集団の雰囲気に及ぼす影響を分

析した。事例検討会での集団の雰囲気や語り合いは参加者の関係性に影響され，関係性が

健全であると同僚性が発揮されやすい傾向がみられた。特に看護部管理者の参加姿勢が集

団の雰囲気の形成に影響していた。一方，現実的で具体的な指導実践を課題として共に語

り合うことで参加者に「出来事と自分の課題が発見されてくることの意味やおもしろさを

共有し，そこに，専門職としての価値と同僚性文化が形成されていく」と考えられた。

第4章では，3年課程看護専門学校教員の認知を通じて学校と実習施設の「組織および

組織間変数」の特徴と，それが学校と実習施設の協力関係に及ぼす影響を分析した。方法

は，協働概念や教員文化および実習指導者文化のレビューおよび調査仮説の構築後，全国

3年課程看護専門学校教員に質問紙調査を行い，記述統計と重回帰分析にて分析した。そ

の結果，教員は自らの　「教員文化」を肯定的に捉えているがその価値づけは『同僚性』が

最も高く，ついて『実験性』，『自律性』の順であった。教員の取り組みは学生の問題行動

や新しい指導方法の導入に多く，授業・演習などの開示性や研究への挑戦は高くなかった。

教員は「実習指導者文化」を『協力』的で役割や組織との『コミットメント』が強い反面，

多忙で業務が不明確で『ストレス』に感じやすいと把握していた。また，教員は「実習指

導者文化」が「実習施設との協働関係」認知に最も寄与すると認知していた。また，「学
校と実習施設の組織間変数」，「教員文化」，「実習調整者の調整活動」が　「実習施設との協

働関係」認知にポジティブに影響していた。両組織のポジティブな文化は，組織メンバー

の相互作用を秩序化し，組織間の関係性を統合する機能を果たすと考えられた。

第5章では，第1章で考察した実習調整者の「臨地実習における協働文化形成の枠組み」

を基に，調整活動の特質や調整活動が教員文化や実習指導者文化に及ぼす影響を，実習調

整者の自己評価および教員の他者評価から分析した。調査の対象は，第4章と同じく全国

3年課程看護専門学校の専任教員と実習調整者である。結果は次のとおりである。第1に，

実習調整者の調整活動は因子分析の結果『実習目標共有化』『実習教育支援』の2因子が
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得られた。大半の実習調整者は， 『実習目標共有化』を自己の職務と認知しているが，『実

習教育支援』は半数以下の認知であった。 実習調整者の調整経験の最頻値は1年で，任期

や役割が不明瞭な学校も多く見られた。実習調整者による学校と実習施設との橋渡しには，

実習指導者や教員との量的・質的なコミュニケーション活動，情緒的なつながりがその前

提条件として示された。第2に， 重回帰分析の結果， 実習調整者の調整活動は，教員文化

を通じて多くは　「実習指導者文化」 や　「組織間関係変数」 に間接的に影響を及ぼし，若干

は直接「実習指導者文化」に影響していた。 実習調整者の調整活動は実習施設と協働関係

が良いと評価した教員に肯定的に評価された。 第3に， 実習調整者に行ったインタビュー

の図1モデルによる解釈学的な分析によって， 学校と実践施設の価値体系の衝突支援はポ

ジティブな教員文化や指導者文化が存在し組織間の開放性や実習指導者自身の自己への信

頼があるときにみられ，その前提が不十分な時には衝突に至る前に回避される傾向が伺え

た。実習調整者制度は実定法として妥当性や正当性は根拠づけられているが責任範囲は不

明瞭で，制度としての実体性や実効性については疑問視された。

終章では本研究の考察の結果を序章で設定した課題に沿ってまとめた。そして，本研究

によって得られた調査結果から， 実習指導組織において協働文化形成に関する実習調整者

の調整活動の一部を図2に整理した。 即ち， 「実習調整者の調整活動」は，多くは教員を

刺激して協働の　「教員文化」形成に影響し， 「教員文化」 は実習指導者を刺激することで

協働の　「実習指導者文化」形成に影響する。 したがって， 実習調整者の調整活動は間接的

に協働の「実習指導者文化」形成を支i浴し， 若干は直接 「実習指導者文化」の形成を図る。

実習教育組織における協働文化の形成には協働の実習指導者文化が最も影響すると考えら

れ，「実習調整者の調整活動」や 「教員文化」 は相互に関連して　「実習指導者文化」に影

毒して協働文化を醸成する。協働文化は学校と実習施設問の連携改善や向上および専門職

養成の理念の共有を内包する。

図2． 協働文化形成に関する実習調整者の調整活動

実習調整者の調整活動

　駿霧蓼

実習指導者文化教員文化

鱗鐙

協働文化の形成

専門職養成

学校と実習施設問の連携の改善・向上
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実習調整者制度の進展には次のようなシステムや調整活動及び認知が期待される。

1．実習調整者は教員や実習指導者の支援者・教育者としての役割を重視すべきである。そ

のためには，実習調整者は教務責任者や看護部責任者と権限や責任，役割を明瞭にする必

要がある。また，実習調整者が最適に調整機能を発揮するには，学校と実習施設どちらか

の組織に所属するのではなく，第3者として活動できるようなシステムや身分を設定すべ
きである。

2．教員と実習指導者だけでなく，学生や患者，サービス管理者，サービス運営組織，行政

など臨地実習のパートナー全てに，「語りと省察」による学びの実践への参加を促進・支

援することである。学びの実践は，パートナー問の関係の意味を構成し，関係を築き直す

実践　（組織文化の形成）であり，この　「意味や関係の編み直し」は，「語りと省察」によ

って生み出されると考えられるからである。

本研究の課題は次の2点である。

1．本論文で行った事例の分析方法は研究者だけの解釈であり，質的分析の方法論として

厳密には限界を有する。この点については研究技法の改善が必要である。

2．学校と実践施設の協働文化の形成に関するモデルの精緻化が今後の課題である。また，

実習教育組織に関しては境界が不鮮明で構造面の理解が不十分である。

一85一



教育経営学研究紀要　第9号　2006年　87－93

アメリカにおけるカリキュラムマネジメントの研究
一Service－Learningの視点から一

倉本　哲男
（平成18年3月取得）

1．研究課題
本研究は、学校経営の中心であるカリキュラムを如何に開発して経営をしていくのか、そのカリ

キュラムの開発・経営がどのような学校改善効果を持ち、生徒にどのような学習効果をもたらすの

かを命題に、教育経営学と教育方法学が相互補完的に重なる「融合的」な領域を研究対象とする。

学校教育のカリキュラム研究領域において、一定のカリキュラム目標の下に開発された内容・方

法論が、カリキュラムの学習主体者である生徒の発達にとって「如何なる教育的効果を上げるのか」

等の教育方法学的な側面に加えて、これまでの教育課程経営論的なカリキュラム作成者・経営者の

視点から、カリキュラム条件整備・組織運営の「カリキュラムを誰が創りどう動かすのか」等との
両側面を包含する研究も必要になる。

これまでの我国における教育課程経営論は、教育課程経営を「教育課程の内容の系列とそれを支

える経営系列とを対応させた活動系列として、これを捉えていく必要性がある」ことを正面から研

究課題として取り上げたと評価できる。また中戸は、内容・方法的側面と条件整備的側面の精緻化

を意図して、総合的な学習の基軸を「連関性」と「協働性」として提示した。この意義は、教育方

法学と教育経営学との「融合的」な領域を包含する理論として提示されたことにあると言えよう。

これと同様に、アメリカのカリキュラム開発論（Curriculum　Development）の研究動向も、教師と

学習者（生徒）を中心とする教育方法学的な教授・学習論の分野を中心に焦点を当ててきた。しか

し、カリキュラムのシステムオペレーション（System　Operation）の視点から考察すれば、カリキュ

ラム開発の計画段階（Plan）は学校システム内で構築され、その実施段階（Do）も組織的システムによ

って展開され、評価（See）されるのであり、カリキュラムの開発・経営は、学校を含む行政システ

ムに対応することが求められる。例えば全米の各学校のカリキュラムは、各州が定めるアカデミッ

クスタンダード（StateAcademicStandard）を満たすように開発・経営化されるのである。更に、

学校改善論（School　Improvement）の中枢にカリキュラムの経営論が位置づけられるとするならば、

上記のようなカリキュラムの作成・経営者の視点と学習主体者の視点が「融合的」に論じられると

きに、より包括的で全体的な学校改善論が構築できると考えられよう。

そこで、カリキュラムの条件整備上の教育経営学と、カリキュラム開発上の教育方法学との接点

における研究アプローチから、本カリキュラム研究における「融合的」な領域とは、「単なる教科

目の配列という静態的なカリキュラム観を越えて、学校の教育目標に対応する教育内容・方法上の

指導活動と、それを支える条件整備としての経営活動との二系列を統合し、その教育成果を生み出

す全体的な教育活動」に関わる領域として定義する。

更にこのことは、単なるカリキュラムの内容・方法論の開発だけではなく、それを組織的に経営

する視点がカリキュラムの効果性を高める上で重要であり、教育方法学的領域と教育経営学的領域

の双方から構成される「融合的」な領域が、必然的な研究対象となる。

以上の課題意識から、本研究ではアメリカのカリキュラムマネジメント論（Curriculum
Management）を研究対象とする。それは、このカリキュラムマネジメント論は、教育方法学の立場

からのカリキュラム開発論（Curriculum　Development）が対象とする概念範疇が拡大し、組織シス

テムの条件整備・運営レベルまで含むカリキュラム論であることによる。特にアメリカの場合は、

我国のカリキュラムマネジメント論とは異なる態様を示し我国への示唆を得られることから、アメ

リカにおけるカリキュラムマネジメント論を研究する意義がある。

よって本研究では、米国のカリキュラムマネジメントを「単なる実践計画としてのカリキュラム

を越えて、単位学校やそれに協働するコミュニティー教育団体等の教育目標を達成するために、教

育内容・方法上の指導系列（Curriculum＆Instruction）としての教育活動と、それを支援する条件

整備としての経営活動（Management）との二系列において、教育目標に対応した成果を生成するトー

タルな活動」と定義し、カリキュラムの開発・経営論を意味するものとする。

また、アメリカのカリキュラムマネジメント論の全体性を検討していく上で、その「融合的」な
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領域において、後述するサービス・ラーニング（Service－Learning以下、　SL）を分析視点に設定し、

そのカリキュラムマネジメントの一断面を明らかにする。換言すれば本研究では、アメリカのカリ

キュラムマネジメント論をSしに焦点をあてて理論的・実証的に考察していく　（銑は幼稚園段階か

らハイスクール段階『K－12』までと、高等教育レベルとに適用されているが、本研究では特に初等・

中等教育段階に焦点化して論じていく。）

つまり、本研究の位置付けは、カリキュラムマネジメントを学校組織の改善過程として把握し、

学校運営・条件整備の視点からの経営過程論を念頭に置きながら、SLを対象とした内容方法からの

学習論・カリキュラム論を通して、そのカリキュラム開発・経営論と学校改善論との関係性を構築
する上で、　「融合的」な研究の一環と捉えていく。

以上、本研究のアメリカにおけるカリキュラムマネジメント論は、我国の教育課程経営論を発展

する上での試金石にもなると考えられ、　「カリキュラムの開発・経営論を中核に据えることが、学

校システムの改善過程に如何なる有効性を持つのか、如何なる教育効果を上げるのか。」という研

究課題に対して一定の示唆を得ようとするものである。

皿．本研究の概要
（A）章・節の構成

序章（研究の課題設定と方法）

第1節研究課題の設定（研究の目的と意義）
第2節研究の方法と仮説の設定（理論的研究と実証的研究）
第3節分析の視点と全体の構成
第4節概念規定一カリキュラムマネジメントとSL・統合性・協働性一
第1章アメリカにおけるカリキュラムマネジメント論の構造
第1節アメリカのカリキュラムマネジメント論の先行研究
（1）カリキュラム開発論（Curriculum　Development）にみるカリキュラムマネジメント

（2）組織改善論とシステム論との関係性にみるカリキュラムマネジメント
（3）学校改善論（School　Improvement）にみるカリキュラムマネジメント

（4）「学校に基礎を置く経営」（SBM）／「効果的学校」（Effective　School）にみるカリキュラムマネジ

メント

（5）学校文化論（School　Culture）とリーダーシップ論（Leadership）にみるカリキュラムマネジ

メント

（6）カリキュラムマネジメントの先行研究の総括

第2節カリキュラムマネジメントの理論的構成
（1）イングリッシュのカリキュラムマネジメントのサイクル論
（2）カリキュラムマネジメントの構成要素と学校改善

（3）カリキュラムマネジメントオーディットとその特質一TQM（トータルクオリティーマネジメ
ント）との関係性から一

第3節学校・コミュニティー改善のためのカリキュラムマネジメント論
（1）カリキュラムリーダーシップ論（Curriculum工eadership）からみるカリキュラムマネジメント論

（2）「変革的学校文化論」（Transformative　School　Culture）からみるカリキュラムマネジメ

ント論　一学校文化論と「マネジメント文化論」一
（3）コミュニティー開発（community　development）とカリキュラム経営主体の検討

一コミュニティーエージェンシー主体のカリキュラムマネジメントー

第4節小結
第2章サービス・ラーニングのカリキュラム開発論
第1節Sしの定義　一概念規定とその理論的背景一
（1）Sしの概念規定に関する考察

（2）Sしの理論的背景一伝統的授業・社会構成主義的授業とSL授業との比較から一

第2節社会的・制度的文脈からみるSしの発展一Sしの歴史的背景一
（1）全米におけるSL普及の統計的考察
（2）Sしの社会的・制度的文脈からみる歴史的考察

第3節乱国リキュラムディベロップメントの方法論

一88一



アメリカにおけるカリキュラムマネジメントの研究

（1）統合カリキュラム論（Integrated　Curriculum）からみるSLカリキュラム開発の方法論

（2）アプライドラーニング（Applied　Learning）からみるSLカリキュラム開発の方法論

（3）授業論的文脈からみるSLカリキュラムの開発論

第4節S正カリキュラムの教育目標論一市民教育論と人格教育論の視点から一
（1）市民教育論の思潮

（2）市民教育論とSしの教育目標論の関係性
（3）市民教育論におけるSしの実践分析一人格教育論とアプライドラーンニングの視点から一

第5節SLカリキュラムの評価論一　「リフレクション」（Reflection）を中心に一
（1）Sしの授業構成因子の検討

（2）SL授業における　「リフレクション」

（3）「リフレクション」からの「価値観」形成論

第6節小結
第3章Sしにおけるカリキュラムマネジメントの構成三一カリキュラムの内容方法論的側面と経営
論的側面から一

第1節Sしにおけるカリキュラムマネジメントの構成要因一SLカリキュラムにおける「統合性」
と「協働性」一
（1）乱カリキュラムにおける「統合性」「協働性」の概念規定

（2）「統合性」「協働性」によるSLカリキュラムマネジメント実践分析
（3）SLカリキュラムマネジメントと学校改善

第2節学習過程論からみるSLカリキュラムの過程二一ワシントン州6steps論の事例検討一
（1）ワシントン州（WA）・オレゴン州（OR）におけるSL実践の分類

（2）ワシントン州6steps論からみるホームレス救済の肌事例検討
第3節SLカリキュラムのマネジメントサイクル論と学校改善過程論一「融合的」CMAスタンダー
ド論の視点から一

（1）SLカリキュラムマネジメントと学校改善との関係性
（2）「融合的」CMAスタンダード論に関する研究の方法論

（3）SLカリキュラムのマネジメントサイクル論と学校改善過程二一内容方法論と条件整備との
「融合論」一

第4節小結
第4章SLカリキュラムマネジメントの実証的分析
第1節調査の理論的枠組
（1）「内部的協働性」「外部的協働性」とSLカリキュラムマネジメント（調査1枠組）

（2）内容方法論的な系列からみるSLカリキュラムマネジメント（調査2枠組）
第2節SLカリキュラムマネジメントの経営的側面一CA・学校の「外部的協働性」と「内部的協働性」一
（1）調査概要（調査1）

（2）Sしのカリキュラムマネジメントと学校改善の考察

（3）SLカリキュラムマネジメントと行政的サポートの考察

（4）Sしのカリキュラムマネジメントにおける内部・外部的「協働性」の考察
（5）内外部の「協働性」とS1の有効性の考察

（6）その他の経営的要素とSLカリキュラムマネジメントの考察

第3節SLカリキュラムマネジメントの内容方法論的側面
（1）調査概要（調査2）

（2）Sしの実践例に関する考察

（3）Sしの教育目標に関する考察

（4）SL授業構成の因子分析に関する考察

（5）「リフレクション」の考察

（6）SL授業構成因子と「リフレクション」との関係性に関する考察

第4節小結
終 章

（1）二系列をつなぐカリキュラムマネジメント論の考察

（2）カリキュラムマネジメント論の分析視点の考察一Sしによるカリキュラムの内容方法的側面一

（3）アメリカのSLカリキュラムマネジメント論に関する考察一カリキュラムの経営的視点からの考察一

（4）研究上の今後の課題
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このSLカリキュラムマネジメント構造図は、「カリキュラムの開発・経営論を中核に据えること

が、学校システムの改善過程に如何なる有効性を持つのか、如何なる教育効果を上げるのか」を中

心課題に、内容方法的な系列に「統合性」を対応させ、その経営的な条件整備系列を「協働性」の

視点から整理した。このことがSLカリキュラムを創り、動かし、そのカリキュラムを中核に据え
ることで、学校改善をしていくことを構造化している。更に、このSLカリキュラムマネジメント
が学校改善を成し、その派生効果としてコミュニティー貢献活動（サービス活動）を通したコミュ

ニティーへの改善効果もあるとする。

Sしの授業構成要素は「教科内容・スキル」「コミュニティーのニーズ」「生徒の興味関心」の三因

子から構成され、SL授業とリフレクションとの関係性も重要である。更に、この構造図は、　Sしの

カリキュラムマネジメント全体がコミュニティーからのサポートによって、基本的な経営基盤を形

成することを示している。このことは、特にアメリカのSしに特徴的なことであり、　NPO等のCAが

カリキュラムマネジメントの経営主体になる場合もある。これは、学校組織とCA組織のパートナ
ーシップである「外部的協働性」と、これを補完する学校組織内の「内部的協働性」によって構成

され、この二つの因子の関係学が学校改善の重要因子となる。

この全体構造図のなかで学校改善とは、問題解決性・教育経営の活性化・ポジティブ学校文化形

成・自主的／自立的な組織体・開かれた協働性等の項目を挙げているが、究極的な学校組織の存在

意義は、生徒の知的・人間的成長の教育機関であることが最重要項目である。つまり、カリキュラ

ムを開発し経営するということは、一定の学校教育目標の具現化を生徒の育成を通して評価される

べきものである。このことは、これまでの教育経営学全般に課題とされてきた「学習の効果性」が
検証されなければ、学校改善効果は単なる組織性の課題に置き換えられ、組織運営の視点に終始す

ることを示している。つまり、本研究における学校改善論とは、アウトプットとしての教育目標論

に合致した「求める生徒像」が重要である。その意味で本研究の全体構造において、SLカリキュラ

ムマネジメントのアウトプットとしての教育効果には、SL教育目標の達成があげられ、その具体的

項目は、市民性の育成・人格教育の充実・アカデミック内容の習得、これに加えて問題解決等の諸
能力の伸長等が挙げられよう。

よって、以上のことから、本研究で明らかにした研究概要は以下の通りである。

「教育目標達成のための教育内容・方法上の指導系列（Curriculum＆Instruction）としての教育活

動と、それをサポートする条件整備としての組織経営活動（Management）との二系列において、その

目標に対応した成果を生成するカリキュラムPDS過程という動態的概念が、カリキュラムマネジ
メントであり、カリキュラムの開発・経営論を中核に据えれば、学校システムの改善過程に有効性

を持ち、教育効果を上げることができる。」

また、上記の課題ヘアブローチする方法論にS正を分析視点として設定し、Sしの目標・内容・方法・

評価論と、Sしに関わる学校組織経営の諸条件整備を検証したところにも研究上の特色があった。

皿．本研究の成果と課題
本研究の基本的な目的は、カリキュラムマネジメント論を広義に捉え、学校運営・条件整備の視

点からの経営過程論と内容方法にまで及ぶ学習過程論を「融合的」に統合する研究領域を発展させ

ることであった。その切り口として、アメリカのSしに焦点を当てることで、「融合的」なカリキュ

ラムマネジメント論に有益な示唆を示すことにあった。

特に、序章で設定した3つの研究課題に対して本論（第1章から第4章）で論じており、アメリ

カのSしにおけるカリキュラムマネジメントを研究対象において、「統合性」「協働性」の概念を持
って分析し、本研究の成果と課題を再整理する。

第一に、我国の教育経営学的なカリキュラム経営論の視点からみたカリキュラムマネジメント研

究の最大の課題は、カリキュラムの内容方法的系列と条件整備的系列の対応関係を明らかにするこ

とであった。しかし、そのカリキュラムマネジメント研究の思潮には、特定の教育課題・内容や、

学習者（生徒）の教育的効果の検証、更には学校とコミュニティーとの「協働性」を十分野は視野

に入れてこなかった。そこで、本研究の成果は、アメリカのカリキュラムマネジメント論を研究対

象として、その課題意識を踏まえながら、「融合的」なカリキュラムマネジメント論の全体的構造

の一断面を新たに整理できたことと言えよう。
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第二の研究成果は、アメリカのカリキュラムマネジメント論の分析視点となるSLカリキュラム
開発論を明らかにする上で、その目標・内容・方法、そして「リフレクション」を中心とする評価

論を整理したことである。これは、本研究がカリキュラム開発の教育方法学的視点と教育経営学的

視点との「融合的」研究の性格を持つ故に、カリキュラムマネジメント論を分析対象としながらも、

その分析視点としてのSLカリキュラム論に特化する必要があったことによる。

第三の成果は、アメリカのカリキュラムマネジメント論における一つの特徴として、SLカリキュ

ラムの経営主体に着目し、学校外組織のCAとのパートナーシップ論も取り上げたことである。こ

の研究目的はカリキュラムの経営主体を研究対象にすることによって、我国とは異なる形態を示す

アメリカのカリキュラムマネジメント論を整理することにあった。その意味で、コミュニティー経

営主体の既カリキュラムマネジメント論における学校文化論を「内部的協働性」と「外部的協働
性」から実証的に明らかにし、　「統合性」と「協働性」を視座に据えた二系列から成立するSLカ

リキュラムのマネジメントサイクル論にも焦点を当てることができた。

尚、本研究は、以上の研究成果を導くために、まずはアメリカのS1カ月キュラムマネジメント

論の理論的整理を行い、必要に応じて事例の具体的態様を質的に解明し、そこから導かれた理論的

枠組みに対応したサーベイ調査により補完する理論的・実証的研究のスタイルをとった。

今後の研究上の課題としては、教育方法学的な授業研究論と教育経営学的な学校改善論を対応さ

せる「融合的」な研究領域を、カリキュラム研究に焦点を当てて更に発展させていくことであろう。

本研究は、そうした論調に位置付く基礎的研究の一環であり、今後もこうした学際性を持つ「融合

的」研究領域は注目を浴びることであろう。

例えば、それに該当する代表的研究が学際性を持つカリキュラムマネジメント論であり、「融合

的」研究領域発展において、如何なる学校改善の条件下でカリキュラム開発をすれば、生徒の教科

的学習や主体性・社会性等の人格形成にとって如何なる学習効果があるのかを研究課題に、その理

論枠組を更に精緻化し、質的・量的にその実証的研究を進める必要性がある。

特に、本研究では、学校運営・条件整備の視点からの経営過程論と内容方法にまで及ぶ学習過程

論を統合する研究領域を発展する上で、既カリキュラムのマネジメントサイクル論を整理した。し
かし、これだけでは「融合的」研究の観点から十分とは言えず、まずは方法内容面に焦点化した具

体的で精緻化した実践例の分析が必要となる。そこで、本研究はSLカリキュラムを分析視点に据
えて焦点化してきたものの、学習者の具体的な「学びの実態」を如何なる方法論で対象化していく

のかが、今後の研究上の検討課題である。このことは、「カリキュラムマネジメントによる学校改

善」の理論的構造を構築する研究動向において、アウトプットとしての生徒のパフォーマンスを分

析する必要があり、方法内容系列からみるカリキュラムマネジメントの側面を理論的に発展できる
ものと期待できる。

以上、本研究の「アメリカにおけるカリキュラムマネジメントの研究一Service｛earningの視点

から一」は、序章で整理した研究目的の3点に対応する理論的・実証的研究であった。本研究は、
方法内容面と条件整備面とを対応させる「融合的」な研究領域を発展させる意味での研究課題を念

頭に置き、アメリカにおけるカリキュラムマネジメントの理論的構造の一断面を解明・発展する礎

と位置付け、その方法論にSLカリキュラムを特化して分析視点としたものである。

よって、本研究の問題意識・方法論・研究的意義が、延いては我国のカリキュラムマネジメント

論の将来的展開にも寄与する位置付けとなるように、今後も本研究を継続発展していきたいと考え
ている。

【付記】

本論文は学位請求論文として九州大学に提出した論文のダイジェストであり、同大学から博士（教育学）

の学位を受けた（平成18年2月28日　九州大学人理博甲第114号）。
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2．2005年3，月　倉本哲男サービスラーニング（Service－Learning）の授業構成因子に関する研究一リフレクション
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7．2002年3月　倉本哲男 サービスラーニングにおける統合カリキュラムの検討一ドレイクの統合カリキュラ
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公立小学校における校長のリーダーシップに関する実証的研究
一アプローチ・影響プロセス・先行要因の検討一

露ロ　健司
（平成18年3月取得）
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第3節　今後の課題と展望

資　　料

参考文献

図表一覧

豆．概　要

本研究は，小学校組織における校長のリーダーシップに焦点をあてた，新たな観点から

の校長のリーダーシップ研究の整理と，質的・量的な実証的分析に基づいて，この研究領

域の新たな動向を探求する試みである。わが国では実証的研究がほとんど進展していない

この研究領域を，校長のリーダー行動を説明するためのアプローチ，リーダーシップの影

響プロセス，リーダーシップの先行（状況）要因の各視座から新たな展開の方向を探るとと

もに，今日の学校組織における校長のリーダーシップ行動を測定・記述することが本研究

の目的である。

本研究は，序章・終章を含めた全8章から構成されている。

第1章では，まず最初に校長のリーダーシップの実証的研究を展開する上で必要な基礎

理論を，リーダーシップに関する国内外の既存文献のレビューを通して得ている。文献レ

ビューの対象は，リーダーシップ・アプローチ，リーダーシップの影響プロセス，リーダ

ーシップの先行要因に言及している，主に1980年代以降の国内外の実証性の高い文献であ

る。ただし，教育経営学／教育行政学（Educational　Administration）では文献検索データ

ベースが整備されていないため，本章でのレビューは恣意的な文献収集である点に限界を

有している。そして次に，この活動に付随して，わが国で校長のリーダーシップ研究にお

いて今後解明すべき課題を抽出している。

第2章では，わが国の学校経営文脈に対応した校長のリーダーシップ・アプローチの開

発を試みている。まず最初に，アプローチ開発の手順と方法を説明した。アプローチの開

発は，主にエスノグラフィーの方法を使用した。そのため，アメリカをはじめとする諸外

国で，校長のリーダーシップ研究において使用されてきたエスノグラフィーの調査技法の

整理を行った。次に，教授上のリーダーシップ（instructional　leadership：狭義），教育

的リーダーシップ（instructional　leadership：広義），変革的リーダーシップ（transform

ational　leadership）の概念をもってエスノグラフィーを中心とするフィールドワークを

実施し，データの整理・分析を通してアプローチの構造化を図った。さらに，フィールド

ワークを通して発見された校長のリーダー行動における公正性重視の傾向に着目し，新た

なアプローチとしての公正的リーダーシップ（fairness　leadership）・アプローチを提示
した。

第3章では，第1章において提示された課題を解決するために，3つの具体的な分析モデ

ルを，その理論的背景とともに提示している。自律的学校経営理論とリーダーシップ論，

自己効力感理論とリーダーシップ論，個人一組織価値適合理論とリーダーシップ論との融

合によって全体性を志向した分析モデルを構築した。

第4章では，前章で提示した3つの分析モデルのうち，自律的学校経営モデルに依拠した

分析を実施している。教育委員会の政策行動から学校成果に至るプロセスを自律的学校経

営の3次元（パワー・カリキュラム・アカウンタビリティのマネジメント）とリーダーシッ

プの観点からの説明を試みた。具体的には，第1節において，学校裁量の拡大から自律的

改善型コミュニティの形成に至るプロセスを，エンパワーメントとリーダーシップの関連
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性の検証を通して明らかにした。第2節において，教育委員会の政策行動（学校組織への関

与パタン）から特色ある総合的な学習の時間のカリキュラム開発に至るプロセスを，カリ

キュラムマネジメント・カリキュラム文化・リーダーシップの視座から明らかにした。第

3節において，自律的学校経営の構成要素であるアカウンタビリティマネジメントによる

学校成果向上のプロセスを明らかにした。

第5章では，リーダーシップ効力感モデルに依拠した分析を実施している。本章では，

リーダーシップ効力感の概念に焦点化することによって，教育委員会の政策行動からリー

ダーシップ行使に至るまでのプロセスを解明するとともに，リーダーシップ効力感を保有

することによって生じる効果を明らかにした。具体的には，第1節において校長のリーダ

ーシップ効力感の規定要因を，第2節において校長のリーダーシップ効力感とリーダーシ

ップ行動の関係を，第3節においてリーダーシップ行動の効果を明らかにした。

第6章では，個人一組織価値適合モデルに依拠し，校長のリーダーシップの先行要因（第

1節）とリーダーシップの影響プロセス（第2節）の解明を試みている。本章では，校長のリ

ーダーシップと教師の職務態度の関係が，個人一組織の価値観（校長の価値観・教師の個

人的価値観・組織的価値観）によって直接影響を受けるだけでなく，価値観相互の適合性

によっても影響を受けるとする仮説モデル（個人一組織の価値観とリーダーシップの連関

モデル）に依拠した分析を実施するが，こうした作業は，校長の価値観（ビジョン）がリー

ダーシップ行動を通して組織文化を形成・変容し，教師の職務態度が変容するという既存

のモデルを問い直す試みでもある。

最後に終章において，要約と結論，実践的含意について述べ，残された研究課題を提示
している。

【主要関連論文】
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露口健司（2004）「校長のリーダーシップが教師の職務態度に及ぼす影響一教師の個人的価値観に着

目したモデルの検証一」日本教育経営学会『日本教育経営学研究紀要』46号，93－105頁

露口健司（2004）「個人一組織の価値観が校長のリーダーシップに及ぼす影響」日本教育行政学会『日

本教育行政学会年報』第30号，132－144頁

露口健司（2004）「カリキュラム開発条件としてのマネジメントの転i換」日本教育経営学会『日本教

育経営学会紀要』第46号，25－35頁
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露口健司（2004）「校長のリーダーシップの規定要因に関する研究」九州教育経営学会『九州教育経

営学会紀要』第10号，125－131頁
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学研究紀要』第8号，1－10頁

【付記】

本論文は，学位請求論文として九州大学に提出したものであり，同大学から博士（教育学）の学位

授与を受けた（平成18年3，月27日付　九州大学人環博甲第l16号）。

論文の作成にあたっては，中留武昭先生（鹿児島県立短期大学・学長）をはじめとして数多くの先

生方からのご指導を賜った。論文審査においては，八尾坂修先生，元兼正浩先生，古川久敬先生に

ご指導・ご鞭撞をいただいた。また，調査にご協力いただいた小学校の校長先生をはじめとする諸

先生方に対しても，この場を借りて御礼申し上げたい。
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